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第１章 調査の概要  
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１ 調査の目的 

京都市では，「高齢者保健福祉計画」及び「介護保険事業計画」の二つの計画について，両計

画を調和のとれた計画とするため「京都市民長寿すこやかプラン」として一体的に策定してい

ます。 

本調査は，次期プランとなる「第７期京都市民長寿すこやかプラン（計画期間：平成３０年

度～３２年度）」の策定に向けた基礎資料とするため，介護サービスの利用状況及び今後の利用

意向等を把握するとともに，介護保険制度及び高齢者保健福祉施策に係る市民の意向を調査す

るため３年ごとに実施しているものです。 

このうち，高齢者を対象とする調査では，日常生活圏域※1ごとの課題や必要となるサービス

等を把握するため，国が示す「日常生活圏域ニーズ調査」の項目を取り入れ，調査・集計を行

っています。 

※１ 本市では複数の元学区を束ねた地域として，概ね中学校区数となる７６圏域を設定 

 

２ 調査対象 

種 別 調査対象 

＜Ａ＞ 

高齢者調査 

○市内在住の 65歳以上の方，14,400人 

○平成 28年 11月１日現在の住民基本台帳から無作為抽出 

＜Ｂ＞ 

若年者調査 

○市内在住の 40歳以上 65歳未満の方，1,200人 

○平成 28年 11月１日現在の住民基本台帳から無作為抽出 

＜Ｃ＞ 

在宅介護実態調査（本人

向け，介護者向け） 

○市内在住の介護保険制度の要介護（要支援）認定を受けている

65歳以上の方，2,000人 

○平成 28 年 11 月 1 日現在の住民基本台帳データのうち，平成

28 年 8 月に要介護（要支援）認定を受けている方から無作為

抽出 

＜Ｄ＞ 

介護サービス事業者アン

ケート調査※2 

○京都市内でサービスを提供する介護サービス事業者 

 2,065事業者（全数） 

 

※２ 介護サービス事業者調査は京都市内における介護保険サービスを提供している事業

者のうち，平成 28年 8月の給付実績のある事業者を対象としています。また，居宅

療養管理指導については対象外としています。 

 

３ 調査期間 

（１）＜Ａ＞高齢者調査，＜Ｂ＞若年者調査，＜Ｃ＞在宅介護実態調査  

   平成 28年 12月 16日（金）～平成 29年 1月 16日（月） 

（２）＜Ｄ＞介護サービス事業者に関するアンケート調査 

平成 28年 12月 21日（水）～平成 29年 1月 20日（金）  
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４ 調査方法 

種 別 有効回答率 

＜Ａ＞高齢者調査 郵送配布・郵送回収 

＜Ｂ＞若年者調査 郵送配布・郵送回収 

＜Ｃ＞ 

在宅介護実態調査 

本人 郵送配布・郵送回収 

介護者 郵送配布・郵送回収 

＜Ｄ＞介護サービス事業者調査 

ＷＥＢ調査（市ホームページ上の調査専用回答画面へ

の入力による回答），及び希望した事業者について

は，郵送配布・郵送回収 

 

 

５ 回収結果 

種 別 配布枚数 有効回収数 有効回収率 

＜Ａ＞高齢者調査 14,400通 8,183通 56.8％ 

＜Ｂ＞若年者調査 1,200通 488通 40.7％ 

＜Ｃ＞ 

在宅介護実態調査 

本人 2,000通 984通 49.2％ 

介護者 2,000通 787通 39.4％ 

＜Ｄ＞介護サービス事業者調査 2,065通 １,302通 63.1％ 

 

 

６ 調査結果の表示方法 

・ 回答は各質問の回答者数（Ｎ）を基数とした百分率（％）で示してあります。また，小数

点以下第２位を四捨五入しているため，内訳の合計が 100.0％にならない場合があります。 

・ 複数回答が可能な設問の場合，回答者が全体に対してどのくらいの比率であるかという見

方になるため，回答比率の合計が 100.0％を超える場合があります。 

・ クロス集計の場合，無回答を排除しているため，クロス集計の有効回答数の合計と単純集

計（全体）の有効回答数が合致しないことがあります。なお，クロス集計とは，複数項目の

組み合わせで分類した集計のことで，複数の質問項目を交差して並べ，表やグラフを作成す

ることにより，その相互の関係を明らかにするための集計方法です。 

・ 調査結果を図表にて表示しています。グラフ以外の表のうち，コメントに関連した数値を

網かけをしています（無回答を除く）。また，クロス集計表において，年齢が上がるとともに

割合が増加する項目については選択肢を網かけをしています。一方，年齢が上がるとともに

割合が減少する項目については選択肢を白抜き文字（例：回答）で網かけをしています。 

・ 高齢者調査及び若年者調査の集計結果については，高齢者人口の年齢構成等を反映させる

ため，回収数に応じたウエイト値を求め, 回答比率及び回答件数に反映させています。 
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７ リスク評価 

今回の調査では，地域の高齢者の課題や必要なサービス等をより的確に把握するため，前回

の調査と同様，国が示す「日常生活圏域ニーズ調査」の調査項目を取り入れています。 

「日常生活圏域ニーズ調査」では，介護予防事業の「基本チェックリスト」や「手段的自立

度（ＩＡＤＬ）」などの指標の判定に関する調査項目が設定されています。 

本報告書の「リスク評価」では，これらの調査項目を使用し，各指標の判定を行っています。 

 

（１）生活機能評価 

生活機能が低下している人の状況を把握します。 

その方法として「基本チェックリスト」※3に関する調査項目により，生活機能の状況につ

いて把握します。 

「基本チェックリスト」では，①運動器，②閉じこもり予防，③栄養改善，④口腔機能，

⑤認知症予防，⑥うつ予防などの機能の低下リスクがあるかを判定します。 

また，「基本チェックリスト」による評価項目に加えて，「転倒」について評価を行ってい

ます。 

 

※３ 基本チェックリスト 

基本チェックリストは，65 歳以上の要支援・要介護認定を受けていない方を対象に

した，介護予防の必要性をチェックするための質問票のことです。介護の原因となりや

すい生活機能低下の危険性がないかどうかという視点で，運動，栄養，口腔，物忘れ，

うつ症状，閉じこもり等の全 25項目について，「はい」，「いいえ」等で記入します。 

 

（２）日常生活評価 

活動的な日常生活をおくるための能力（手段的自立度：ＩＡＤＬ※４）が低下している人

の状況を把握します。 

ＩＡＤＬの判定については，高齢者の比較的高次の生活機能を評価することができる「老

研式活動能力指標」※5 による判定を用いています。 

 

※４ 買物，洗濯，電話，薬の管理など，「日常生活動作（Activity of Daily Living：Ａ

ＤＬ，食事，排泄，更衣，整容，入浴など日常生活を送るために必要な基本動作のこと

をいう。）」より複雑で高度な動作を行える自立度の程度を示す指標を「手段的自立度

（Instrument Activity of Daily Living：ＩＡＤＬ）」といいます。 

※５ 老研式活動能力指標は，社会的生活機能を測る指標であり，「バスや電車で一人で

外出しているか」，「友人の家を訪ねているか」など 13の質問項目により構成されて

います。その内容は，(1)活動的な日常生活をおくるための動作能力（ＩＡＤＬ），(2)

余暇や造作などの積極的な知的活動能力，(3)地域で社会的な役割を果たす能力の３

つとなっています。 
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（３）社会参加評価 

余暇や創作など生活を楽しむ能力（知的能動性）や，地域で社会的な役割を果たす能力

（社会的役割）が低下している人の状況を把握します。 

手段的自立度（ＩＡＤＬ）の評価判定で用いた「老研式活動能力指標」では，ＩＡＤＬの

ほか，知的能動性，社会的役割といった評価をすることができます。 

「老研式活動能力指標」の知的能動性，社会的役割に関する調査項目により，社会参加の

評価を行うことができます。 

 

 

＜参考 リスク評価の概要＞ 

評価項目 「高齢者調査」の内容 

生
活
機
能 

運動器 
問 3Ｑ1～4，問 4Ｑ1～2の 5項目のうち 3項目以上に該当すれ

ばリスクあり 

閉じこもり予防 問 3Ｑ5～6の 2項目すべてに該当すればリスクあり 

栄養改善 
問 5Ｑ1～2の 2項目すべてに該当すればリスクあり 

（問 5Ｑ2は，身長・体重から BMIが 18.5未満であれば該当） 

口腔機能 問 5Ｑ3～5の 3項目のうち 2項目以上に該当すればリスクあり 

認知症予防 問 6Ｑ1～3の 3項目のいずれかに該当すればリスクあり 

うつ予防 
問 9Ｑ7(1)～(2)の 2項目のうち 1項目以上に該当すればリス

クあり 

転倒 問 4Ｑ1に該当すればリスクあり 

日
常
生
活 

手段的自立度 

（ＩＡＤＬ） 

活動的な日常生活をおくるための動作の能力を示す手段的自立

度（ＩＡＤＬ）についての評価（老研式活動能力指標に準じた

問 7Ｑ1～5より評価） 

社
会
参
加 

知的能動性 
余暇や創作など生活を楽しむ能力についての評価（老研式活動

能力指標に準じた問 8Ｑ1～4より評価） 

社会的役割 
地域で社会的な役割をはたす能力についての評価（老研式活動

能力指標に準じた問 8Ｑ5～8より評価） 

 


